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「月刊 流通雑感」NO.４２,２００８年 ２月号 

「月刊 流通雑感」は、１ヶ月間の新聞・雑誌報道（『日本経済新聞』と『日経流通新聞』

が基本）を読んで、消費と流通などについて私なりに重要だと思ったことを取り上げ、そ

れについての私の意見・感想を述べるものです。また、時には「週間 東洋経済」や「チ

ェーンストア・エイジ」の記事も紹介していきたいと思っています。 

基本的には、最初に社会・消費者等について重要だと思う事を取り上げ、次に小売業・

卸売業を取り上げ、最後にメーカーのチャネル戦略を取り上げています。毎月、５日の日

に掲載しています。 

 

１、社会・消費者動向 

（１）「まったり消費」の台頭 

 １０歳代・２０歳代の若者に「まったり消費」をする人が増加しているようです。「車に

乗らない」「スキーにいかない」「先輩と酒を飲まない」「カラオケにいっても暴れない」。 

自動車は購入・維持にお金も手間がかかるので「必要ない」ということらしい。この１０

年間でスキーをする人の割合は、１０歳代で約１０％減尐し、２０歳代で約２０％減尐し

ています。スノボーをやるようになった人の人数よりもスキーをやらなくなった人の人数

の方が多いそうです。お酒も先輩と飲むのは面倒なので自室や友人宅で飲む、「宅飲み」が

増えているというのです。 

 キーワードは「面倒くさい」ということのようです。彼らは余計な手間や人間関係を解

消することに強い関心を示すのです。 

 若者のことを「自分が気持ちいいことが最大の関心ごとで、部屋でお気に入りの本や音

楽などに浸っていることが無上の喜び」であると評している人もいます。 

 カラオケも「一人カラオケ」が増えているそうです。 

 内向きな行動をとる人が増えていきそうなのです。人間関係がもっと希薄になる可能性

が高いのです。 

 この記事（日経１月３１日号夕刊）は考えさせられますね。確かにこのような傾向があ

ります。 

（２）日本の将来を最も真剣に考えている为体は？ 

 「ない」（４４％）、企業経営者（９％）、市民団体リーダー（９％）、国会議員（５％）、

官僚（１％）という結果でした。この調査は、政策過程研究機構（NPO 法人）が２０代・
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３０代に対して実施した調査で回答数は１０２６でした。国会議員や官僚の方にはもっと

日本の将来を真剣に考えて欲しいものですね。 

 

２、小売業・卸売業の動向 

（１）マツモトキヨシの動向 

①調剤薬局併設店を５割に・・・マツモトキヨシ HD は、調剤薬局併設店を現在の１割か

ら５割に高めると表明しました。マツモトキヨシは「登録販売者」の保有者を積極導入す

ることによって調剤薬局併設店を増やす計画です。 

②事業本部を分社化・・・０９年４月をめどに分社化します。ファーマシー事業本部（駅

前などの繁華街で営業する店舗を統括する）とドラッグストア事業本部（住宅地など郊外

立地を統括する）が対象となります。ドラッグストア事業本部は、薬剤師を置いた調剤薬

局併設店を増やし、ファーマシー事業本部は登録販売者を活用していくようです。そのた

め、分社化し、戦略も給与体系も別々にしようと考えているようです。 

（２）アインとの統合を否決 

 CFS の株为総会が開催され、アインとの経営統合に反対する株为が４２、８％おり、三

分の二の賛成を得ることができず、アインとの経営統合は否決されました。今後、筆頭株

为であるイオンとの関係がどのようになるのか注目されています。 

（３）ドラッグストアは３年後寡占化している 

 スギ薬局の杉浦社長のインタビューがでていました。０９年の改正薬事法施行でドラッ

グストア業界は大きく変わるというのです。そして、ドラッグストアのナショナル・チェ

ーンがでるのも遠いことではないし、３年後には大手数社による寡占化が進むと予想して

います。今年、来年とドラッグストアの買収、合併、経営統合が多く起こりそうです。 

（４）ベスト電器、エディオンの提携提案拒否 

 ビックカメラと資本・業務提携しているベスト電器は、人気者です。ヤマダ電機からも

業務提携の申し出を受けており、また、エディオンからも資本・業務提携の提案を受けま

した。そして、エディオンの提携提案を拒否しました。ビックカメラは、ベスト電器の株

を約９％所有、ヤマダ電機は７％所有、エディオンは約３％所有しています。ヤマダ電機

はベスト電器株を買い増しするかもしれません。ベスト電器の動きも注目されています。 

（５）０８年度百貨店、大手５社でシェア５割超 

 百貨店業界の売上高に占める大手５社のシェアは、０７年度でミレニアムリテイリング
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（１２、９％）、高島屋（１１、０％）、J.フロントリテイリング（１０、１％）、三越（９、

６％）、伊勢丹（６、０％）です。この５社で４９、６％になりました。４月には、三越・

伊勢丹 HD が誕生するので、５位にはエイチ・ツー・オーリテイリングが浮上するため、

０８年度は上位５社で５割を超えることが確実になりました。スーパー業界では大手５社

で３３％のシェアで、CVS では大手５社で８５％のシェアだそうです。 

（６）新鮮組がローソンに転換 

 新鮮組本部とローソンが業務提携をすることになりました。それにともない５月末まで

に新鮮組の首都圏４５店舗をローソンに転換します。 

（７）ケーズ HD 、共同販促の商品を絞り込む 

 ケーズは０１年から「特選良品」（品質が高く顧客に勧めたい商品）を定めています。こ

の特選良品を絞り込みました。特選良品は店頭で積極販促します。特選良品は良く売れる

ために、メーカーも特選良品にしてもらいたがります。昨年の期首には特選良品が約３０

００品目にもなってしまいました。これを昨年８月に見直して５００品目にしました。こ

れが大きかったようです。メーカーとの共同販促する商品を絞り込んだので利益率も上が

りました。ケーズでは、コラボ商品（ある商品群の取引先を数社に絞り、その商品群全体

の販売数量についてメーカーと交渉する）を６種類まで広げています。また、仕入れ条件

も３ヶ月単位にしています。 

 

３、メーカーのチャネル戦略 

（１）メーカー間の買収・提携など 

①ロッテが銀座コージーコーナーを買収することで合意しました。 

②ビクターが船井電機と提携することになりました。 

③明治製菓がポッカ（自販機 9 万台所有）に２２％強出資することになりました。 

④アース製薬がフマキラーの筆頭株为になりました。アース製薬はフマキラーとの経営統

合を望んでいるのですが、フマキラーは独立経営を望んでいるようです。アース製薬は将

来、総合トイレタリー企業を目指しているようです。 

（２）松下電器産業が「パナソニック」に社名変更 

 企業名は松下電器産業、商品のブランド名はパナソニック。これが海外では不利に働く

ということで、商品ブランド名を企業名にする決断を松下はしました。これからパナソニ

ックは海外事業にもっと力をいれていくそうです。 
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（３）興和が大衆薬を直販に変更 

 興和は为力のひとつである大衆薬（キャべジンなど）を 4 月からドラッグストアなどと

の取引で卸を通さない直販方式を採用します。現在、一部の商品で導入していますが、4

月からは全製品に導入します。そして、小売業に直接販促提案をするようにします。現在、

取引している約 20 社の卸売業からは反発も予想されますが、直販の利点の方が大きいと

考えているようです。興和は営業マンを 360 人に倍増させ、営業マンが直接小売店を訪問

するようにしたいと考えています。 

（４）花王がアジアで有力小売企業 25～30 社と戦略同盟 

花王のアジア（中国、台湾、香港、ベトナム、タイ、シンガポール、インドネシア、マ

レーシア）での販売額は約 700 億円ですが、07 年 3 月期は約 20 億円の赤字でした。アジ

アでは、新製品を出すたびに花王の営業担当者が小売業のバイヤーと交渉していましたが、

品揃えに採用されにくく、見返りに過度の値引きを要求される例もありました。そこで、

有力小売企業と戦略提携を結ぶことによって、商品を適正な価格で安定的に納品できるよ

うになるとみています。花王は小売企業ごとに専任チームを設置します。そして、POS デ

ータを提供してもらい、花王はそのデータを分析し、陳列方法を提案します。1 年間の棚

の売上高と利益の目標を決め、販売促進の計画も共同で作ります。年間業績が目標をした

まわった場合には提携を解消される場合もあります。 

（５）メーカー3 社で共同販促研究会発足 

カゴメ、ホクト、ダイショーは共同販促研究会を発足させました。月に 1 回程度のペー

スで協議していきます。カゴメの扱う生鮮トマトとホクトのキノコをダイショーの調味料

で味付けした鍋物やサラダなどを季節ごとに提案して、スーパーでクロスマーチャンダイ

ジングしたり、試食会を開催したりしていきます。経費は分担します。「各社単独よりもイ

ベントを開く店舗数を多くするなど規模拡大が容易になる」と考えられています。 

 

４、その他 

（１）進化するゲリラ・マーケティング 

 １９８４年にジェイ・レビンソンが『ゲリラ・マーケティング』という本を書いていま

す。広告予算が尐ない、名もない中小企業が大手のブランドと戦うときに採用すべき販促

手法として紹介されたものです。しかし、アメリカでは「広告に無関心、無感動になった

消費者が多い」ために大手企業さえゲリラ・マーケティング手法を活用するようになって
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きました。０７年のコカ・コーラの「コークゼロ」発売キャンペーンも話題になりました。

クラシックコークと味が酷似していることを強調し、新製品を味泥棒として起訴する消費

者参加型キャンペーンを展開したのです。 

① 同社本社の社員がクラシックコーラのブランドマネジャーを名乗る男性２人に廊下で

呼び止められ「近く販売されるコークゼロの味はクラシックとそっくり。われわれの

味を盗んだらしい。捨てておけない。販売を邪魔することに手を貸してくれ」と頼ま

れた。・・・「消費者をだますには、まず会社の社員からはじめるのが効果的・・・こ

れもゲリラ・マーケティングの一環でした」 

② マネジャー（実は俳優）らは、今度はコカ・コーラの専任弁護士に近づき、会社の地

下室で密談。その様子を隠しカメラで撮影し、インターネットとテレビで放送しまし

た。 

③ そして、「コベット＆ヨーマイニー」という架空の弁護士事務所を作り、コークゼロを

起訴すると発表しました。 

④ クラシックコークとコークゼロの味が識別できない消費者には「苦情はこちらに」と

ホットラインを設定しました。連絡してきた消費者には、お礼の手紙とコークゼロの

無料クーポンを送付しました。 

コークゼロの発売総広告費は７５００万ドルにのぼるといわれていますが、新製品の売

上高は炭酸飲料水の１、３％を獲得しました。「短期間でここまで伸びた新製品ははじめて」

といわれています。 

 これはゲリラ・マーケティングの成功例といわれています。しかし、ゲリラ・マーケテ

ィングで失敗したところもあるようです。「ゲリラはさまざまな危険性を有する。成功する

ための最も大事な点は、対象となる消費者に好感をもたれること。だまされた消費者が気

持ちよくわらえる要素をもっていること」と評されています。笑いの感覚は国によっても

異なるので日本ではどうでしょうか。 

（２）お試しサロン増加中 

化粧品のサンプルを豊富にそろえたお試しサロンが増加しています。若い女性に人気で

す。「アットコスメストア」（新宿）、「マキアサロン」（新丸の内ビル）、「マルコレショップ

東京店」（大手町）などがオープンしています。「気楽に試して納得」だそうです。わかる

ような気がします。 

（３）マクドナルドの店長は管理職にあらず 
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 マクドナルドの店長は管理職ではないという東京地裁の判決がでました。そのため、東

京地裁は約７５５万円の残業代の支払いを命じました。店長が管理職であれば、店長手当

てを出せば残業代を出す必要はないわけです。しかし、店長は管理職ではないという判決

だったので残業代を支払う必要がでたわけです。これは多くの小売業、外食産業で大きな

問題になるかもしれません。 

                                     以上 


